

	Comment by Windows ユーザー: このファイルを使用して紙申請を行う場合は、コメントを表示しない設定にして印刷してください。


様式第１	Comment by Windows ユーザー: 事業譲渡に伴う不動産取得税の軽減措置を希望する場合、申請書は都道府県経由で提出する必要があります。

経営力向上計画に係る認定申請書


　　年　　　　月　　　　日


主務大臣名　殿	Comment by Windows ユーザー: 提出先は業種によって異なります。詳細は「経営力向上計画　策定・活用の手引き」を参照ください。また、官職名が記載されていれば、氏名は省略しても差し支えありません。


　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　名 称 及 び
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　	Comment by Windows ユーザー:  申請者名は、共同で経営力向上計画を実施する場合においては、当該計画の代表事業者の名称及びその代表者の氏名を記載し、代表事業者以外の経営力向上計画参加事業者については、申請書の余白に事業者名を記載してください。


　中小企業等経営強化法第17条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいので申請します。






















（別紙）
経営力向上計画　

１　名称等	Comment by Windows ユーザー: 正確に記載してください。
事 (　フ)業者の (リ)氏名又 (ガ)は名称 (ナ)　 	　                   　　               　         　　　　　
代表者の役職名及び氏名 		　　　　　　　　　    	    　                       
資本金又は出資の額　　		　　  　 常時使用する従業員の数　	　　　　　    
法人番号　　　　　　　　　　　　　　　　 設立年月日    　　　 　　　　　　　　　              	Comment by Windows ユーザー: 法人番号13桁を記載してください。個人事業主や民法上の組合等、法人番号が指定されていない者は、記載不要です。

２　事業分野と事業分野別指針名




事業分野                          　　事業分野別指針名	Comment by Windows ユーザー:  「事業分野」の欄には、経営力向上計画に係る事業の属する事業分野について、日本標準産業分類の中分類及び細分類を記載してください。
	Comment by Windows ユーザー: 事業分野別指針は業種によって異なります。経営力向上計画に係る事業の属する事業分野において、事業分野別指針が定められていない場合には、記載不要です。詳細は「経営力向上計画 策定・活用の手引き」を参照ください。



３　実施時期	Comment by Windows ユーザー: ３年以上５年以内として定めてください
　　　年　　　月～　　　年　　　月

４　現状認識
	①	Comment by Windows ユーザー: 自社の事業の内容について、概要を記載してください。
	自社の事業概要
	

	②	Comment by Windows ユーザー: 自社の商品・サービスについて、顧客の数やリピート率、主力取引先企業の推移、市場の規模やシェア、競合他社との比較等について分析し、自社の強み及び弱みを記載してください。
	自社の商品・サービスが対象とする顧客・市場の動向、競合の動向
	

	③	Comment by Windows ユーザー: 自社の財務状況について、売上高増加率、営業利益率、労働生産性、ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率、営業運転資本回転期間、自己資本比率その他の財務情報の数値を参考に分析し、改善すべき項目等について記載してください。
	自社の経営状況
	ローカルベンチマークの算出結果	Comment by Windows ユーザー: 「ローカルベンチマークツール」をご活用ください。
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/

※ローカルベンチマークで算出される労働生産性と5番の労働生産性とは、計算式が異なるため、それぞれ値が一致しないことがあります。

	
	
	（現状値）
	指標
	算出結果
	評点

	①売上高増加率
	％
	

	②営業利益率
	％
	

	③労働生産性
	（千円）
	

	④ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率
	（倍）
	

	⑤営業運転資本回転期間
	（ヶ月）
	

	⑥自己資本比率
	％
	



	（計画終了時目標値）
	指標
	算出結果
	評点

	①売上高増加率
	％
	

	②営業利益率
	％
	

	③労働生産性
	（千円）
	

	④ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率
	（倍）
	

	⑤営業運転資本回転期間
	（ヶ月）
	

	⑥自己資本比率
	％
	




	
	
	


	④
	経営課題	Comment by Windows ユーザー: 上記①～③を踏まえて自社の経営課題を整理し、記載してください。
	



５　経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標
※労働生産性を用いる場合は、「Ｂ計画終了時の目標」は正の値とすること。
	指標の種類	Comment by Windows ユーザー: 事業分野別指針で定められた指標がある場合は、当該指標を記載することとし、定められていない場合は、労働生産性と記載してください。
	Ａ現状（数値）	Comment by Windows ユーザー: 労働生産性は、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものを用いてください。また、計画期間が終了した時点での労働生産性の値は正としてください。
	Ｂ計画終了時の目標（数値）
	伸び率	Comment by Windows ユーザー: 事業分野別指針を元に、指標の種類を選び経営力向上計画の実施期間に応じた伸び率を記載ください。
（（Ｂ－Ａ）／Ａ）（％）

	
	
	
	



６　経営力向上の内容
（１）現に有する経営資源を利用する取組　　　　　　　　　　　　　　　有　・　無	Comment by Windows ユーザー:  「（１）現に有する経営資源を利用する取組」「（２）他の事業者から取得した又は提供された経営資源を利用する取組」の欄は、それぞれ該当する取組の有無について「○」で囲んでください。

（２）他の事業者から取得した又は提供された経営資源を利用する取組　　有　・　無

（３）具体的な実施事項	Comment by Windows ユーザー: 「４ 現状認識」等に記載した内容を踏まえて具体的に記載してください。項目数が足りない場合は、行を追加してください。実施期間終了時に、記載された実施事項の実施状況及び目標の達成状況の報告を求める場合があります。
		Comment by Windows ユーザー: 経営力向上計画に係る事業の属する事業分野において事業分野別指針が定められている場合には、各実施事項について、当該事業分野別指針の該当箇所を記載してください。
	事業分野別指針の該当箇所
	事業承継等の種類	Comment by Windows ユーザー: 事業承継等の種類について、中小企業等経営強化法第２条第10項各号に掲げる措置（第２条第２項に規定する事業又は資産の譲受けを除く。）のうち該当するものについて記載してください。
	実施事項
（具体的な取組を記載）
	実施期間	Comment by Windows ユーザー: 「実施事項」の欄に記載した内容を踏まえて具体的に記載してください。
	新事業活動への該非	Comment by Windows ユーザー: 実施事項が新事業活動に該当する場合は「○」を記載してください。なお、新事業活動とは、新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動をいいます。
（該当する場合は○）

	ア

	
	
	
	
	

	イ
	
	
	
	
	

	ウ
	
	
	
	
	





７　経営力向上を実施するために必要な資金の額及びその調達方法	Comment by Windows ユーザー: 経営力向上計画の実施に当たって必要な資金の額及びその使途・用途を記載してください。項目数が足りない場合は、行を追加してください。
（１）　具体的な資金の額及びその調達方法
	実施
事項	Comment by Windows ユーザー: 「６ 経営力向上の内容」の実施事項ア、イ、ウ等との対応関係を記載してください。
	使途・用途
	資金調達方法	Comment by Windows ユーザー: 自己資金、融資、補助金その他の資金の調達方法を記載してください。同一の使途・用途であっても、複数の資金調達方法により資金を調達する場合には、資金調達方法ごとに項目を分けて記載してください。
	金額（千円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



※７（２）以降の項目は、希望する支援措置に応じて記載。	Comment by Windows ユーザー:  中小企業等経営強化法第22条第６項に規定する保証を受けようとする場合には、中小企業等経営強化法施行規則第17条に規定する要件に該当することを証する書類を添付し、「純資産の合計額」及び「ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率」の欄に数値を記載するとともに、「証明書等」の欄に、当該書類の名称又は当該要件に対応する書類であることを特定する情報を記載してください。
（２）　純資産の額が零を超えること
	純資産の合計額	Comment by Windows ユーザー: 単位も合わせて記載してください。
※添付する証明書等の単位により
計算してください。
	証明書等

	
	



（３）　ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率が10倍以内であること
	ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率
	証明書等

	
	



８　経営力向上設備等の種類	Comment by Windows ユーザー: 経営力向上計画に基づき経営力向上設備等を取得する場合に記載してください。項目数が足りない場合は、行を追加してください。
	
	実施	Comment by Windows ユーザー: 「６ 経営力向上の内容」の実施事項ア、イ、ウ等との対応関係を記載してください。
事項
	取得	Comment by Windows ユーザー: 取得予定年月日を記載ください。なお、令和７年６月１日以前に認定を受けた計画を変更する場合、令和７年６月１日以前に認定を受けた設備については年月のみの記載で構いません
年月日
	利用を想定して	Comment by Windows ユーザー: 想定している措置（経営強化税制Ａ・Ｂ・Ｄ・Ｅ類型）に○を記載してください。
※Ｄを選択した場合、6番の事業承継の取組及び10番の事業承継等事前調査に関する事項が記載されている必要があります。
※Ｅを選択した場合、12番の売上高が100億円を超えるまでの目標期間が記載されている必要があります。
いる支援措置
	設備等の名称／型式	Comment by Windows ユーザー: 機械及び装置、器具及び備品、工具、建物附属設備並びにソフトウエア等の減価償却資産の種類を記載してください。
	所在地	Comment by Windows ユーザー: 当該設備等が所在する場所を都道府県名及び市町村（特別区を含む。）名により記載してください。

	１
	
	
	Ａ・Ｂ・Ｄ・Ｅ
	
	

	２
	
	
	Ａ・Ｂ・Ｄ・Ｅ
	
	

	３
	
	
	Ａ・Ｂ・Ｄ・Ｅ
	
	



	
	設備等の種類
	単価（千円）
	数量
	金額（千円）
	証明書等の文書番号等	Comment by Windows ユーザー: 小企業等経営強化法施行規則第16条に規定する要件に該当することを証する書類を添付し、当該書類の名称又は文書番号等当該設備等に対応する書類であることを特定するための文書番号等の情報を正確に記載してください。

	１	Comment by Windows ユーザー: 各番号の設備の情報を続けて記載ください。
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	



	
	設備等の種類
	数量
	金額（千円）

	設備等の種類別	Comment by Windows ユーザー: 減価償却資産の種類ごとの小計値を記載してください。
小計
	機械装置
	
	

	
	器具備品
	
	

	
	工具
	
	

	
	建物附属設備
	
	

	
	ソフトウエア
	
	

	
	建物
	
	

	合計
	
	













９　特定許認可等に基づく被承継等中小企業者等の地位	Comment by Windows ユーザー: 特定許認可等に基づく被承継等中小企業者等の地位であって、承継等中小企業者等が承継しようとするものがある場合には、当該特定許認可等に基づく地位を記載してください。 項目数が足りない場合は、行を追加してください。
	





１０　事業承継等事前調査に関する事項
	事業承継等事前調査の種類	Comment by Windows ユーザー: 法務、財務・税務等の調査の種類を記載してください。項目数が足りない場合は、行を追加してください。
	実施主体	Comment by Windows ユーザー: 実施する予定の事業承継等事前調査について、当該調査を実施する者の所属及び氏名を記載してください。
	実施内容	Comment by Windows ユーザー: 事業承継等事前調査の内容について記載し、当該調査の内容を補足する書類を添付してください。

	
	
	

	
	
	

	
	
	





１１　事業又は資産の譲受けにより取得する不動産の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	Comment by Windows ユーザー: 事業譲渡に伴う不動産取得税の軽減措置を希望する場合のみ記載してください。 項目数が足りない場合は、行を追加してください。
（土地）
	
	実施事項
	所在地番
	地目
	面積（㎡）
	事業又は資産	Comment by Windows ユーザー: 事業又は資産の譲受けに伴い取得する旨を記載し、併せて事業又は資産の譲受け元名を明記してください。
の譲受け元名

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	



（家屋）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	実施事項
	所在家屋番号
	種類構造
	床面積（㎡）
	事業又は資産
の譲受け元名

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	




１２　売上高が100億円を超えるまでの目標期間	Comment by Windows ユーザー: 中小企業経営強化税制E類型にかかる税制措置を希望する場合に記載してください。
　　年から　　年までの　　年間	Comment by Windows ユーザー: ・経済産業局の確認を受けて取得する経営規模拡大設備等について、中小企業経営強化税制E類型にかかる税制措置を希望する場合は、売上高100億円を超えるまでの目標期間について事業年度単位で記載してください。

・目標期間は10年以内となります。

・当該期間は、経済産業局の確認申請書様式１別紙２売上高100億円超を達成するまでのロードマップと一致させる必要があります。

・確認申請書の申請年度と経営力向上計画の申請年度は同一事業年度とする必要があります。

